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貿易取引契約と非常危険
中　村　那　詮
1．　問題提起
　1979年1月9日からのイラン向郵便物引受停止（1）や通信回線中断を契機とし
た翌1月10日以後の輸出荷為替手形買取停止の状態は，2月20日付イラン中
央銀行からのテレックスによる“正常な銀行業務（normal　banking　business）再
開通告②”にも拘らず郵便事情が正常に回復した3月中旬までの約2ヵ月間継
続し③，同国向輸出取引は事実上中断した。
　これは，周知のとおり，1935年に国名をイランに改称し，本年1月16日の
国王出国までパーレビ国王の統治下にあったイラン政局が，アヤトラ・ホメイ
ニ師の下，バザルガン内閣の成立によって事実上の体制変革を成しとげ，新生
イラン国家として発足する過渡的混乱期に起因するものである。
　おが国の対イラン貿易は（4），原油輸入をはじめとして，輸出面でも例えぽ鉄
鋼輸出をみると1977年の輸出実績は163万トンであり，米国向（728万トン），
中国向（447万トン），韓国向（218万トン）に次ぐ第4位の鉄鋼市場となっている
など，その絆は深まっている。
　さて，このようなイラン国との貿易取引の上で発生した輸出荷為替手形買取
停止の問題や，政情不安や港湾機能麻痺に起因するとはいえ運送人（carrier船
会社）の積荷の運送放棄（abondonment）といった非常危険下の問題は，貿易取引
契約の上で幾つかの問題点を提起した。
　そのような問題の中から，（1）売買契約の履行不能と売手の立場，②売買契約
上から見た約定品に対する危険移転，（3輝送人による航海放棄と荷主の立場，
（4輸出荷為替手形の取扱（取立・買取）停止と銀行および売手の立場，（5）売手と
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して考慮すべき事前の方策，の五点を取り出して順次検討⑤を加えてみようと
’するのが本稿の目的である。
｛1｝1979年1月11日付日本経済新聞参照。
②1979年2月22日付前掲紙参照。
｛3）1979年3月23日付前掲紙参照。
｛4｝1978年版通商白書によると，1977年のイラン向輸出総額は1，926．4百万ドル，わが国への輸入
　総額は4，242．9百万ドルで，わが国の対イラソ貿易収支は2，316．5百万ドルの入超を示している。
　なお，イラソの貿易相手国の中で，わが国は輸出で19．8％，輸入で16．3％（1976年）の地位を
　占めている。
｛5｝本稿の意図する領域でケース・スタディ的に論述した文献は稀少であるが，「貿易売買の研究」
　（浜谷源蔵著，同文舘）は多くの示唆を与えている。
2．　売買契約の履行不能と売手の立場
　イラン向輸出は，FOB契約かC＆F契約が常態であるために保険契約の問
麺は一部の例外を除き差し当って売手の義務としては重要視する必要はない。
　しかし，運送契約の締結は，売手にとって深刻な問題である。CIF契約や
C＆F契約においては，運送契約の締結が売買契約上売手の当然の義務ωであ
ることは自明のことであるし，FOB契約においても，運送契約締結の問題が
原則的には買手の義務〔2｝として規定されているとはいえ，傭船契約（charter
・Party）に基づく運送契約の場合はともかく，個品運送（affreightment　in　a　general
lship）による場合には一般的にいって売買両当事者間の特約によって売手が代行
しているのが通例である。
　このように，売手に運送契約の締結が義務づけられている場合に，今回のイ
ラン向輸出に見られた運送あるいは保険契約の引受停止といった事態は，売買
契約上からいっても，また，売買両当事者の採算上からいっても，貿易企業経
営に及ぼす影響は重大なものがある。
　約定期間内に当該約定品の船積が不可能であるとすれぽ，売手にとっては売
：買契約不履行という契約条件違反の問題が発生する。しかし，今回のイラン向
輸出の如き事例は，当然に不可抗力条項の発動の根拠が存在するものと判断で
きよう。
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　用意周到な売買両当事者であれば，取引一般条件協定書c3［（Agreement　on
General　Terms　and　Conditions　of　Business）の中で，あるいは売買契約書（Sales
C。ntract；Sales　Note；Purchase　N・teなど）の中で，不可抗力（f・rce　majeure）条項
や，遅延した船積（delayed　shiPment）についての取り決めを行っているのがご
く常識的なことである。
　従って，輸出地における不可抗力的事態による場合は勿論のこと，今回の如
き輸入地（イラン）の政情不安による運送不能という事態の下では，契約に言う
不可抗力条項の発動による売手免責は至極当然の事と判断できよう。
　しかし，問題は，輸入地の事情に起因するとはいえ，輸出地における運送契
約締結不能の事態を買手に対して如何なる手段によって通告すべきかの点であ
る。勿論，通告の方法あるいは第三者機関による客観的なエビデンスの提供に
ついては，取引一般条件協定書あるいは売買契約書の中で予め約定されている
ことではある。しかし，その通告方法，エビデンスの提供についての合意事項
が，今回のイラン向輸出の事態に際して有効適切に機能したであろうか。
　この点については，否定的な回答しか得られないと考える。何故かと言え
ば，一般的にいって不可抗力的事態の発生あるいは現存についての通告あるい
はエビデンスの提供については，電信による速やかな通告と商工会議所あるい
は日本に駐在する輸入国領事等，外交機関の証明を提供することを合意内容c4）
としているといえるが，今回の如き郵便および電気通信手段の停止といった事
態の中では不可抗力事態に関して有効適切にその発生を買手に通告できたとは
考えられないからである。勿論，売手として，第三国経由の回線を利用してテ
レツクス連絡等を行なう努力を重ね，苦心しながら何んとか買手とのコンタク
トに成功した売手も現にあることは事実であろう。しかし，多くの売手にとっ
て第三国経由の回線利用ができなかったとすれば，通告手段を失って苦悩した
ことが容易に推論できる。
　更に，第三者機関による証明という点についても，現実の問題として，直接
的証明は不可能であるc5）。商工会議所の立場からは，売手が事実関係を記述し
た署名済の売手自身の文書に対して，その売手の署名が真正な署名（authorized
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signature）である旨の証明文言と署名を行なう，いわゆる間接的証明を行なう
のが最大限の対応と言える。そして，輸入国領事の証明の点についても，常識
的にいって，その署名を求めるためには商工会議所等の事前の証明を要求され
るものと思われるし，やはり間接的証明の域を出ないのが一般的といえよう。
　もっとも，今回のイラン向輸出の場合の如き輸入地の事情に起因する事態で
あれぽ，買手としても輸出地における船積不能に関して理解できると思われ
る。しかし，契約文言との関係からいって，通告しない売手の立場はそれが通
信手段の中断という不可抗力的事由によるとしても，契約条項に違反するとい
った状況を惹起することになる。もしそうであるとすれぽ，取引一般条件協定
書あるいは売買契約書等における不可抗力条項の取り決め内容が不完全である
ことになる。
　従って，今回の事態のような場合も考慮に入れた不可抗力条項の文言を取引
一般条件協定書あるいは売買契約書等に挿入しておくことが得策と思われる。
その英文による文言を例示するとすれば，次のように表現することができよう。
　　Force　Mαブθ解θ：The　Sellers　shall　not　be　responsi1）le　for　any　delay
　in　shipment　due　directly　and／or　indirectly　to　force　majeure　such　as
　fires，　floods，　earthquakes，　typhoons，　strikes，　lockouts，　riots，　civil　com－
　motions，　mobil玉zation，　war，　hostilities，　requisition　of　vessels，　blockades，
　embargoes，　epidemics，　plagues，　interruption　of　carriage　and／or　insura－
　nce　coverage，　and　any　other　contingencies　which　prevent　shipment
　within　the　period　stipulated　in　each　contract．
　　In　the　event　of　any　of　these　causes　arising，　the　Sellers　shall　inform
　the　Buyers　without　delay　by　means　of　telecommunications　of　its　oc・
　currence　or　existence，　and　also　submit　to　the　Buyers　without　delay　a
　certi丘cate　of　its　explanation　issued　by　the　Sellers　and　vised　by　either
　……｛6〕Chamber　of　Commerce　and　Industry　or　a　consul　of　the　Buyers’
　country　stationed　in　Japan．　Should　the　Sellers，　however，　fail　to
　promptly　inform　the　Buyers　because　of　the　interruption　of　telecom・
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　munication　channels　and／or　mail　service，　the　Buyers　shall　agree　to
　the　delayed　notice　and　certificate　to　be　sent　to　the　Buyers　immedi．
　ately　after　the　recovery　of　such　interruption．
　以上のような約款の挿入によって，当面，売手の売買契約上の責任は免れる
ことができると言えよう。
　しかし，売手としては，このような不可抗力的事態の発生が売買契約締結直
後のことであれぽ不測の損害を回避できようが，買手の仕様（specifications）あ
るいは需要（needs）に合わせて製造中に，あるいは船積直前に発生した場合に
は，資金的な面から考えても売手は苦境に陥ることが予想される。従って，少
くとも，不可抗力的事態が解消されしだい船積できるよう買手との交渉に全力
を尽すことは当然のことといえる。
　もっとも，買手側にも政情変革による何らかの予期しない事態の発生による
契約解消も予想できるし，旧政府の物資調達に係わる売買契約の場合であれぽ
新政府がその契約の実行を継承する保証もない。
　もしそうであるとすれば，既に製造済あるいは製造中の商品を保有する売手
としては，他に転売できる商品であれぽまだしも，そうでないとすれぽ不良在
庫を抱えることとなり，その不良在庫が大きければ大きい程それに比例した危
険負担が現実の貿易企業経営にとって重圧となることは否定できない。
｛1｝国際商業会議所（International　Chamber　of　Commerce；ICCと略称。本部はパリにある）制定
　の“インコタームス（INCOTERMS，1953）”一貿易条件の解釈に関する国際規制一，　C＆F
　売手の義務第2項，CIF売手の義務第2項参照。
②前掲インコタームスFOB買手の義務第1項参照。
〔3｝〔4）明大商学論叢第61巻第4・5号（1979年2月）47頁の拙稿参照。
㈲　東京商工会議所国際部にて確認。
⑥　商工会議所名を記入する。
3．　売買契約上からみた約定品に対する危険移転
今回のイラン政情変革がもたらした同国向輸出取引業務の中断が輸出契約履
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行完了前後の時点で発生した場合，約定品に対する危険負担はいかなる状態に
おかれているであろうか。この点について売手が明確な理解をしていなくて
は，買手との対応上不利な立場に陥ることも予想される。
　約定品に対する売手の危険負担の限界は，当然，売買契約上いかなる契約条
件が規定されているかによって異なってくる。
　即ち，契約条件が揚地条件に属する｛1）trade　termsで規定されているので
あれぽ，売手の危険負担は輸入地まで継続することになる。しかし，プラント
輸出に見られるターン・キー（turn・key）条件等の場合は別として，一般貨物の
貿易取引においては積地条件に属するtrade　terms－FOB，　C＆F，　CIFなど
一が使用されているのが常態である。そして，これら積地条件に属する契約
用語を契約条件として取り決めている場合には，約定品に対する売手の危険負
担は輸出地における物品の船積時点（2｝，即ち，本船欄干（ship’s　rail）を約定品
が有効に通過する時点で消滅するのが原則である。
　このような約定品に対する売手の危険負担について，積地条件のtrade
termsによる契約の場合を前提としながら，もう少し状況設定を細分化して
検討してみよう。
　（／）約定品の船積前に運送不能あるいは輸出荷為替手形取扱停止の事態が発
生した場合
　この場合に該当するのは，約定品の製造前，製造中，あるいは指定保税地域
〔designated　bonded　area一保税上屋（bonded　shed）など〕に約定品を搬入し
通関中といった状況が想定できよう。このような場合に，約定の船積期間内に
船積不能や荷為替手形取扱停止の原因が消滅して船積できるのであれば，勿
論，問題はない。しかし約定の船積期間を越えて船積不能となる場合には，売
買契約上の条件違反とならないよう，売手としては不可抗力条項に基づく対応
をとらなくてはならない。
　勿論，製造中の，あるいは製造済の約定品に対する危険負担は売手が負わね
ぽならないが，前節において論述した対応によって買手との売買契約上の問題
は処理できよう。
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　回　約定品の船積中に運送不能あるいは輸出荷為替手形取扱停止の事態が発
生した場合
　当該約定品に対する通関も完了し，本船への積込作業が続行中に仕向港への
積送が不可能視される事態が発生した場合には，本船側としては物品の積込を
拒絶するであろうし，売手としても積込を続行すべきか否かの判断を迫られる
ことになろう。仮りに本船側が売手の要請を了承して船積を完了しても，荷為
替手形の買取（ne9・tiation）が不可能であったり，信用状（letter　of　credit；L／C）
決済でない場合に買手による荷為替手形の引受支払に不安を感ずるとすれば，
売手としては船積後に大きな困難と損失に直面することが予想される。
　もっとも，船積を完了したのであれば，売買契約上の売手の当面のi義務は完
了したことになるし，約定品に対する危険負担も買手に移転したことになる。
　（・う約定品の船積後に運送不能あるいは荷為替手形取扱停止の事態が発生し
た場合
　約定品の船積が完了し，本船出港直後に仕向港への入港が不可能視された
り，荷為替手形の買取が不可能となった場合には，積送貨物の運送放棄による
中間港への陸揚げの問題が予見されるとともに，積送貨物代金を回収しようと
する当該荷為替手形の買取が不可能となれぽ，折角入手している無故障船荷証
券（Clean　B／L）がスティル（stale）となってしまう心配も生ずる。
　勿論，このような事情とは別に，約定品に対する危険負担は輸出港における
本船欄干通過時点を分岐点として売手から買手に移転しているので，売手に危
険負担の責任はない。
　しかし，約定品（積送品）に対する危険負担が売手にないとはいえ，荷為替手
形の買取が不能であるとすれぽ，輸出代金が前受されているとか，本支店間の
取引のような場合は別として，売手としてはstale　B／Lの心配とともに代金
回収上の困難に直面することとなる。
　一方，積送品に対する危険負担が既に買手に移転しているにも拘らず，船荷
証券が留保されている点からいって担保利益（security　interest）〔31は未だ買手に
移転していないので，当該積送貨物に対する所有権（pr・perty　in　go（》ds）ヵミ完全
84　明大商学論叢 （84）
に買手に対して移転していない。所有権の完全移転がなされない状態が長期に
わたり，しかも本船による積荷の放棄（abondonment）がなされたりすることに
なると，積送貨物の危険を負担している買手としても船会社との対応に困難を
感ずるであろう。
　さて，信用状（L／C）決済により荷為替手形が既に買取済の場合は別として，
信用状決済の契約であっても信用状条件と為替手形や船積書類が不一致（dis－
crepancy）のために取立手形（bill　for　collection；B／C手形）の扱いとなっている場
合や，信用状決済によらないB／C手形として輸出代金の取立が依頼されてい
る場合は勿論のこと，輸出手形保険の付保により荷為替手形の買取がなされて
いる場合には，輸入国の政情変革に伴なう不測の事態等によって買手宛の荷為・
替手形が支払不能（不渡手形dishonored　bill；unPaid　bill）となれぽ，積送貨物に
対する所有権は売手に遡及することになるし，従って，危険負担についても売
手に遡及することとなる。しかも，その場合に，積送貨物が仕向港以外の中間
港で陸揚され運送放棄されていたり，貨物に損傷が発生している場合セこは，
CIF契約ならともかく，イラン向輸出に常態的なC＆F契約あるいはFOB契
約であってしかも売手として無保険の状態であるとすれぽ，代金回収不能に加
えて損傷による損害も負担せざるを得ない状況に陥ることになる。従って，そ
のような予期しない売手の危険を回避するためには，未必利益保険（contingency
intlurance）の契約を船積前に保険会社と締結しておくことが売手にとって得策
であり，不可欠の要件でもある。
　　　　　ノ　，ω　1953年改正のインコタームスでは揚地条件に属するtrade　termsとして2種類，積地条件に．
　属するもの乏して7種類の用語を規定している。その後，1967年Ue　2種類の用語［Delivered
　at　frontier・・…・（named　place　of　delivery　at　frontier）とDelivered……（named　place　of
　destination　in　the　country　of　imp。rtation）duty　paid］を，そして，1976年に1種類［FOB
　airport……（named　airport　of　departure）］を追加採択し公表している。
⑧　FQB，　c＆F，－CIF契約を前提。危険移転に関するFOB売手の義務規定（第4頂）では，
bea「all…tS・nd・i・k・・f　th・g・・d・unti1・u・h　timρ．a・th・y・h・｝l　have　e任r・ti・・ly　passed
『the‘hip’s　rail　at　the　na血ed　port　of　sh｛p血ent，んと規定している。　d＆F売手の義務第5項嚢
こよび・CIF売手の義務第6項においても同様の規定が見られる。
〈85）
｛3）新堀　聡著『貿易売買入門』同文舘，74頁一81頁参照。
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4．運送人（Carrier）による航海放棄（abondonmen・t）
　　　と荷主の立場
　記録に見られる古い時代ωの船荷証券とは違い，今日の海上運送に使用され
る船荷証券は，表面の記載文言のみならず，裏面にもびっしりと運送約款を印
刷表示している。
　今Bの船荷証券は，受取証（receipt），運送契約書（contract　of　carr1age），およ
び権利証券（document　of　title）という三大特質を持っているが，その一大特質
である運送契約の観点からいって運送人が自己の立場を保護するために免責約
款を挿入することは当然のことである。しかし，そのような運送人の免責範囲
が広範で荷主12｝にとって不利であるとか，各国船社の恣意的約款である場合に
は，荷主の立場は不利であり種々の困難に直面する。そこで，国際間の円滑な
物品運送の上から，各国共通の解釈ができる約款の挿入が望ましいことは当然
の事である。そのような要請から生れたのが1924年のB／L条約（3）（C・nvention
｛or　the　Unification　of　Certain　Rules　relating　to　Bills　of　Lading）であり，わが国
はこの条約を1957年に批准しその国内法として「国際海上物品運送法」を制
定した。
　従って，今日のわが国船社のB／L約款は，この国際海上物品運送法に基づ
いて規定され，解釈されるのは当然のことである。
　さて，今回のイラン向輸出については，既に報道ωされているように，イラ
ン国内諸港（仕向港）での陸揚不能に伴ないアムステルダム港や隣国サウジアラ
ビアの港など中間港での陸揚がなされている。
　おが国での船積後，仕向港への運送途上で仕向港への入港・陸揚不能の事態
が発生した場合，（1）積荷を輸出港まで持帰るか，（2）中間港で陸揚し運送を放棄
するかといった問題が発生するであろう。
　勿論，その措置についてはB／工約款に基づくわけであるが，それによると
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運送人（carrier）の判断になることが規定（5｝されている。
　一方，荷主の立場から考えてみると，（1）の場合にはその返送運賃（return
freight）やその他の費用および積送品に対する危険を誰が負担するのか，（2）の
場合には中間港で陸揚後の保管料や転送費用あるいは積送品に対する危険を誰
が負担するのか，といったことが差し迫った問題点として浮上してこよう。
　これらの点についてB／L約款を調べてみると，仮りに運送人が（1）の方法を
選択した場合には，その返送運賃については，例えば日本郵船のB／L約款
（F・rm　N・・ools）では荷主に対して請求するのかしないのかが約款文言の上か
らは判然としないが請求権を放棄したわけではなかろう。この点について，外
国船社のB／L約款では，荷主に支払を請求できる旨の規定が見られる⑥。
　次に，積送品に対する危険負担の点について考察してみると，契約条件が
FOBやC＆F等積地条件のtrade　termsであるかぎり，輸出港での積込完了
後の危険負担は買手側にあるので，この場合に言う荷主は買手を意味し，売手
がそれを負担する理論的根拠は見当らない。勿論，仕向港の機能回復を待って
転送する場合の積込費用や転送運賃あるいは保管料等の負担も買手（荷主）であ
ることに異論の余地はないと考えられるが，仕向港への転送に対して売手とし
て最大限の助力を提供すべきことはビズネスの倫理感からいっても当然という
べきである。
　もっとも，決済の上で，荷為替手形が不渡となっているような場合であれ
ぽ，積送品に対する所有権および危険ともに売手に遡及することになるので，
前述の荷主の立場が売手となることは当然の帰結である。この点からいって
も，買手の信用状態に関して，売手の判断がいかに適切でなくてはならないか
が推論できる。と同時に，輸出保険や輸出手形保険，あるいは未必利益保険な
どの契約も重要視されなくてはならない。
　一方，仮りに運送人が②の方法を選択した場合はどうであろうか。
　諸般の事情を考慮して，運送人（carrier）が仕向港への到着不能のため最寄港
（nearest　Port）へ当該積送品を陸揚げし，その後の運送を打切った（abondonment）
とすれば，運送契約はB／L約款に従って終結する。そして，陸揚後の保管責
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任や保管料あるいは転送責任や転送費用等は荷主の負担となる。この場合の荷
主は，買手を意味するのか，あるいは売手を意味するのかについて考えてみる
と，前述した（1｝の場合と同様に契約条件によって規定されることになるが，積
地条件のtrade　termsを契約条件としているかぎり買手を意味することにな
る。勿論，売手として可能なかぎりの便宜を提供することは当然であるし，万
一，荷為替手形が不渡となった場合には総てが売手の責任負担として遡及して
くることも十分考慮しておかなくてはならない。
Cl〕「英国における最も古い船荷証券は1538年“トーマス”号積荷に関するもので，その文言は次
　のとおり。
　　The　bill　indented　witnestleth　that　Robertman　servant　to　Sir　Oswald　Wylstrop　has　deliv・
　ered　to　John　Halmdy　merchant　of　the‘‘New　Castle　a　certain　weight　of　Salt　laden　in
　his　ship‘‘The　Thomas，，　to　carry　to　London　and　then　to　delyiver　the　sayd　sa王t　to　my
　master　his　assigney　or　lawfull　attorney　’，
　　なお，当時は流通証券（negotiable　instrument）としては取扱われていない。J寺井久信薯，船
　荷証券，東京宝文館，大正10年刊，5頁参照。
②　ここで‘‘荷主”といっているのは，状況に応じて，当該積送品のshfpper，　consignor，　consig・
　nee，　owner，　receiver，あるいは船荷証券の所持人（holder）を意味する。詳細は船荷証券の裏面
　約款の定義（Definitions）の条項に規定されている。
13｝1978年3月，国連の場において“海上物品運送に関する条約（Convention　on　the　Carriage
　of　Goods　by　Sea，1978）Jtが成立した。従って，わが国もこれを批准することになるであろう
　が，そのための国内法の改正作業は今後の問題である。
｛4）1979年4月13目付日本経済新聞参照。
｛5｝日本郵船の船荷証券（Form　No．　ools）裏面約款第8条（Libertiesの項）参照。
｛6｝例えば，日本郵船の船荷証券（Form　No．　ooエs）の前掲条項，『シーランド・サービス社の裏面
　約款第5条（Risks，　Damagesの項），ネドロイド・ライソ社（オラソダ）の裏面約款第22条（Spe・
　cial　Circumstanceの項）参照。
5．　輸出荷為替手形取扱（取立・買取）停止と
　　　　銀行および売手の立場
　今回のイラン向輸出の中断に関連して，運送上の問題と同様に忘れることの
できない問題に輸出代金回収上の混乱がある。
　イラン向郵便物の引受停止やイラン国内の金融事情によるとはいえ，決済機
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能麻痺状態に直面した売手にとっては貿易企業経営の根幹に係わる決済不能か
ら受ける打撃は深刻である。
　このような事態における輸出代金決済をめぐって，銀行および売手の立場は
どのように理解さるべきなのか，について考察してみたい。
　（1｝信用状を用いない決済の場合
　標準決済方法に関する省令の改正〔1）によって，一般的にD／PあるいはD／A
手形決済と呼ぼれている，信用状（L／C）を伴なわない荷為替手形の決済が増加
することが予想される。
　そのような決済方法による輸出契約の場合に，今回のイラン向輸出で現実と
なった決済不能の問題が発生したとすれば，売手はそれに対していかに対処す
ればよいのであろうか。
　既に船積を終え，荷為替手形の取立あるいは買取がなされている場合であっ
ても，万一，輸入地の政情変革に伴ない買手側に何らかの不測の事態が発生し
ていて当該荷為替手形が不渡となった場合には，当該荷為替手形の取立あるい
は買取を行った銀行は，外国向荷為替手形約定書（Letter・f　Hypothecati・n）を
根拠として手形が割引かれている場合にはその償還（refund）を要求するであろ
うし，売手としてもその償還要求に応ぜざるを得ないであろう。
　もっとも，輸出手形保険を付保して買取がなされている場合には，回収不能
額の5％相当額を最終的には銀行へ償還するだけですむものと考えられる。勿
論，このような場合を想定して，輸出保険法上からいって可能なかぎりの輸出
保険や，FOBあるいはC＆F契約の輸出契約条件であれぽ未必利益保険の付
保を忘れてはならない。
　次に，船積完了直後に銀行が荷為替手形の取扱（取立・買取）を停止した場合
にはどうなるであろうか。
　荷為替手形を所持する売手としては，換金不能の事態に直面し荘然自失の念
に陥るのみではなかろうか。勿論，銀行には当該荷為替手形の取立あるいは買
取の義務はない。従って，買手の所在が明らかであり，相手国への入国が可能
であり身体の安全が見通せるのであれば，売手自から荷為替手形を携行して買
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手に呈示し手形金額の支払と船積書類の引渡を同時交換的に行なうことは机上
の理論としては可能であろう。しかし，殆んどの現地駐在員が一時的にせよ引
揚げている状況の中では，事実上，そのようなことは不可能であり現実的では
ない。仮りに，買手に船積書類を提示できたとしても買手が売買の国際的原則
に従って即座にその支払に応じてくれる保証はどこにもない。
　そこで，現実の問題としては，通信手段が中断している場合にはその回復を
まって，可及的速やかに船積通知と銀行による輸出荷為替手形取扱停止の事実
を連絡し，銀行の荷為替手形取扱の再開後速やかに決済処理を行うしかないで
あろう。
　勿論，荷為替手形取扱停止期間にもよるが，銀行の立場とすれぽ船荷証券の
ステイル（stale）の点や金融混乱直後の不安感は否めないであろうから，輸出荷
為替手形の取扱いはB／C手形として手形金額の取立依頼がなされることにな
るであろう。もしそうであれば，買手の不払も予想されうるので未必利益保険
等の付保については十分な考慮を払っておくのが売手にとっては不可欠の要件
といえる。
　（2）信用状決済の場合
　信用状決済の場合には，当該荷為替手形が既に買取済であれぽ余程の突発的
な原因がないかぎり決済上の問題は発生しないであろう。
　しかし，既に入手している取消不能信用状（Irrevocable　L／C）に基づき船積が
完了した約定品に対する荷為替手形について，今回のイラン向輸出で現実化し
た銀行の荷為替手形買取拒絶の事態が発生するとすれば，売手は大きな困難に
直面する。
　荷為替手形が買取不能であるとすれぽ，輸出貨物代金の入金が不可能なだけ
でなく，もし買取不能の状態が船荷証券の日付後21日〔2｝間を経過してしまう
と・仮りに買取が信用状の有効期間内に可能となったとしても船荷証券が
Stale　B／Lと見傲され，正当な有価証券としての取扱を銀行が拒否し，結果と
して手形買取上支障をきたすことが予想される。
　本来，売買両当事者間に決済上の負担の公平性をもたらす信用状決済の国際
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的仕組みからいって，銀行による輸出荷為替手形の買取拒絶といった事態は決
して好ましい事ではない。しかし，取消不能信用状であるかぎり輸出地の銀行
に売手から呈示される荷為替手形の買取義務はない〔3）。
　通常，取消不能信用状であれば，信用状統一規則第3条（a）項に見られるとお
り信用状発行銀行の手形引受支払に対する確約であり，買取が指定されている
場合（Restricted　L／C）であれぽその指定された銀行で，もしそうでない場合
（General　L／C）であれぽ有利な為替相場（rate　of　exchange）を公表している為替
銀行で買取ってもらうことが可能である。しかし，売手の振出す為替手形と船
積書類が信用状条件と完全に一致しているとしても，信用状を確認していない
かぎり銀行に手形買取の義務はない。買取銀行（ne9・tiating　bank）の立場とし
ては，当該荷為替手形を買取るか否かは，信用状の確実性，当該商品，手形振
出人の信用，等を考慮して判断｛4｝するのである。
　従って，売手としては，そのような非常事態の場合の対応を考慮しておかな
くてはならないが，慎重を期して輸出保険や未必利益保険の契約は勿論のこ
と，通信回線が確保されるかぎり買手との連絡を密接に保ち，場合によっては
第三者の証明を受けた事情説明の文書を買手に送付し，一方においては信用状
の有効期限の延長を求めて可能なかぎり円滑な手形決済の方途を確保しなくて
はならないであろう。
　しかし，現実には，そのような事態が発生してからでは既に手遅れであっ
て，種々の困難に遭遇することになると思われるので，混乱の予想される地域
との輸出取引については，事前に確認取消不能信用状〔Irrevocable　and　Con－
firmed　L／C；通常Con丘rmed　L／C（確認信用状）と呼んでいる。〕を決済条件
として合意し，その旨，取引一般条件協定書あるいは売買契約約款で明示して
おくことが肝要と考える。何故かといえぽ，確認信用状c5）を決済条件とするこ
とによって，今回のごときイラン向輸出に見られた不測の事態に対しても有利
に対処することができると推論されるからである（6｝。
　もっとも，確認信用状を買手に要求することは，その開設料につき買手の負
担を増大させることになるが，そのような買手の負担を軽減させるために，事
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情によっては売買契約価格の取決めの際に売手として応分の値引を考慮すると
か，価格以外の条件の譲歩を考慮することも必要であろう。
（1｝1978年9月22日付官報にて公示。同年10月2日より施行。
｛2｝1974年荷為替信用状に関する統一規則および慣例［Uniform　Customs　and　Practice　for
　Documentary　Credits（1974　Revision），1．C．C．　Publication　No．290］第41条参照。
〔3｝前掲信用状統一規則および慣例や内外の文献にも，筆者の知るかぎりではそのような義務規定
　の記述は見当らない。
（4）東京銀行貿易課著，貿易と信用状，実業之日本社（昭和51年第3版），222頁参照。
（5｝前掲信用状統一規則および慣例，第3条Cb｝項参照。
（6）東京銀行貿易課著，前掲書，221頁一222頁参照。
6．売手として考慮すべき事前の方策
　今回のイラン向輸出に係おる問題について，売買契約上，運送上，および決
済上の問題点を取りあげて，売手の観点から論じてきたが，最後に，売手とし
て取り得る事前の方策についての検討を行ない本稿の結論にかえたい。
　先ず第一点として，売買契約不履行の責任追及を受けないように，不可抗力
条項と船積遅延についての取決を慎重に規定しておくこと。この点について
は，既に第2節で英文の例示を試みた。
　第2点として，FASやFOB，あるいはC＆F契約の場合には，荷為替手
形の不渡の事態を予想して未必利益保険（C・ntingenCy　inSUranCe）契約を締結し
ておくこと。この点についても随所で既に言及した。
　第3点として，輸串保険契約を締結しておくこと。この輸出保険の利益を受
けるのは難しい判断が前提となるが，万一の場合には売手の負担軽減に貢献す
るものと思われる。
　第4点として，決済条件についての取決を慎重に行なうこと。この点につい
ては，例えぽ，信用状を前提とし，その有効期限やステイル・ビーエル（stale
B／L）のことを念頭におきながら，次のような取決を明文化しておくことが売
手として得策と思われる。
　　Letter　of　Credit：Banker’s　Irrevocable　and　Confirmed　Letter　of　Credit
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　with　prime　bankers　shall　be　opened　in　favor　of　the　Sellers　by　means
　of　telecom皿unications　or　air　mail，　as　the　case　may　be，　within……days
　after　conclusion　of　contract；credit　shall　be　confirmed　l）y　an　advising
　bank，　and　shall　be　made　available　for・…・・days　beyohd　the　contracted
　time　of　shipment，
　　In　case　the　negotiation　of　documentary　bill　of　exchange　should　be．
　come　impossible　owing　to　the　reasons　of　force　majeure　provided「in　the
　Article……hereof，　the　Buyers　shall　agree　to　extend　the　validity　6f　the
　　　　　　　　　　，　relative　credit　in　accordance　with　the　Sellers’notification，　and　also
　agree　to　take　delivery　of　the　Bill　of　Lading　and　others　as　proper
　shipping　documents　n6twithstanding　the　lapse　of　twenty－one（21）days
　after　the　date　of．　Bill　of　Lading．
　第5点として，確認取消不能信用状を決済の基本条件として取引を行なうこ
と。
　信用状決済を条件付けることは，売買契約締結上，売手が不利な立場に立つ
ことも予想されるが，信用状の持つ国際的決済の仕組のメリットを買手に十分
説明し合意を得ておくことが，今回のイラン向輸出の如き不測の事態を予想す
ると得策といえる。通知銀行の確認を得た確認信用状を入手しておくことによ
って，今回の如き困難な事態に直面しても，荷為替手形の割引が保証されると
推論できるからである。
　その取決めの条項については，第4点のところで示した英文表現のように規
定することができよう。
　第6点として，予想される取引上の損失に対処するために，普段の取引の採
算において「損失引当金」とでも呼ぶべき引当金を考慮し，輸出価格構成要素
の直接費用の一項目として採算表に明示し計上しておくこと。
　この点については，税法上の優遇措置はないが，毎回の輸出契約の中からあ
る一定割合の金額を自家保険料的に内部留保として蓄積運用することによっ
て，不測の事態に遭遇して，万一，損失が発生した場合にその損失額をカバー
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することが考えられよう。
　以上，イランの政情変革に伴って発生した突発的事象をめぐって，輸出取引
上の問題点を検討し対処の方策の一端を論述した。
　勿論，このような事態に直面する売手としては，買手の立場に十分な考慮を
払いつつも，不良在庫や代金回収不能に陥らないよう，貿易取引の正しい知識
と適切なコミュニケイションによって事態の早急な解決を計るよう最善の努力
を尽くさねばならない。
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